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株式会社地域経済活性化支援機構法第 34条に基づく公表について 

 

令和８年２月 26日 

地域経済活性化支援機構 

 

株式会社地域経済活性化支援機構法第 34条に基づき、地域経済活性化支援機構が令和７

年 10月１日から同 12月 31日までの期間において行った再生支援決定その他の決定事項等

について、以下のとおり公表します。 

 
【事業再生支援業務】 
１．再生支援決定を行った件数 

  該当なし 
 
２．再生支援決定に係る買取申込み等期間の延長の決定を行った件数 

  １件  
 
３．再生支援決定を撤回した件数 
  該当なし 

 
４．買取決定を行った再生支援対象事業者の概要並びに買取りに係る債権の元本総額及び

信託の引受けに係る貸付債権の元本総額 
（１）概要 
    該当なし 
（２）買取りに係る債権の元本総額 
    該当なし 

（３）信託の引受けに係る貸付債権の元本総額 
    該当なし 

 
５．出資決定を行った再生支援対象事業者の概要及び出資総額（債務の株式化等による場合

にあっては、現物出資された債権の元本総額） 
（１）再生支援対象事業者の概要 
    該当なし 
（２）出資総額 
    該当なし 
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６．再生支援対象事業者に係る債権の処分の類型ごとの件数、株式又は持分の処分の類型ご

との件数 等 
（１）債権の処分の類型（債務の免除、債権の譲渡その他の類型をいう。）ごとの件数 
    債務の免除：０件、債権の譲渡：０件、その他：０件 
（２）株式又は持分の処分の類型（譲渡、消却その他の類型をいう。）ごとの件数 
    譲渡：０件、消却：０件、その他：０件 
（３）処分時における再生支援対象事業者に対する当該債権の元本総額 
    該当なし 
（４）処分後における再生支援対象事業者に対する当該債権の元本総額 
    該当なし 

 
７．全ての業務を完了した再生支援対象事業者 
（１）概要 
    該当なし 
（２）買取決定に係る債権の買取価格の総額 
    該当なし 

 

 

【特定支援業務】 
８． 特定支援決定を行った件数 
    ２件 

 

９． 特定支援決定に係る買取申込み等期間の延長を行った件数 
    該当なし 
 
１０．特定支援決定を撤回した件数 
    該当なし 
 
１１．特定支援決定に係る買取決定を行った特定支援対象事業者 

（１）業種 
① 四国地方の農業事業者 
② 中部地方の金属製品製造事業者 
③ 中国地方の不動産賃貸業・管理事業者 

 
（２）買取りに係る債権の元本総額 

    227百万円（決定ベース） 

 

 



3 

１２．特定支援対象事業者に係る債権の処分 
（１）債権の処分の類型（債務の免除、債権の譲渡その他の類型）ごとの件数 

債務の免除：２件、債権の譲渡：０件、その他：１件（実行ベース） 
（２）債権の処分時における当該債権の元本総額 

16百万円（実行ベース） 

（３）債権の処分後における当該債権の元本総額 
     ３百万円（実行ベース） 

 
 
１３．全ての業務を完了した特定支援対象事業者 

（１）業種 
     関東地方の繊維・衣服等卸売事業者 
（２）買取決定に係る債権買取価格の総額 

     0.2百万円 

 
 
【特定専門家派遣業務】 
１４．特定専門家派遣決定を行った件数 

    該当なし 

 

【特定組合出資業務】 

１５. 特定組合出資決定を行った対象特定組合の概要及び特定組合出資の額 

（１）対象特定組合の概要 

    ①Kepple Liquidity 2号投資事業有限責任組合 

概要 未成熟な国内スタートアップ向けのセカンダリー（ファン

ド等が有する既投資持分を取得する投資活動）市場創出に

貢献すること、当該市場の創出による特に時間を要する地

域のスタートアップも十分な成長に要する時間を確保し、

スタートアップ・エコシステムが全国に波及することに寄

与することを目的としている。 

出資決定日 令和７年 12月 11日 
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②Frontier Innovations１号投資事業有限責任組合

概要 宇宙・ディープテック領域におけるスタートアップにハン

ズオン投資を行い、スタートアップ・エコシステムの創出・

育成・拡大を企図したオープンイノベーションを追求する

ことを目指し、全国の産業振興ならびに地域経済活性化に

寄与することを目的としている。 

出資決定日 令和７年 12月 25日 

（２）特定組合出資の額（合計）

 1,500百万円 
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【特定経営管理業務】 

１６．特定経営管理に係る株式会社の事業の概況 

（注）記載の金額は、表示単位未満を四捨五入しています。

以上

REVICキャピタル株式会社 RFIアドバイザーズ株式会社 株式会社観光産業化投資基盤
地域ヘルスケア産業活性化基盤

株式会社

平成25年6月28日
特定経営管理決定：
平成25年6月20日

平成31年1月15日
特定経営管理決定：
平成30年12月21日

平成31年1月24日
特定経営管理決定：
平成31年1月18日

令和5年12月25日
特定経営管理決定：
令和5年12月7日

東京都千代田区 東京都千代田区 東京都千代田区 東京都千代田区

100百万円 25百万円 26.5百万円 100百万円

地域経済の活性化に資する資
金供給を行う投資事業有限責任
組合の無限責任組合員に係る
業務及びこの業務に附帯する業
務等

地域産業の高度化・活性化や雇
用機会増大の実現の為の資金
供給を行う投資事業有限責任組
合の無限責任組合員に係る業
務及びこの業務に附帯する業務
等

観光遺産活用による地域経済活
性化のモデルケース創出に資す
る事業者等に資金供給を行う投
資事業有限責任組合の無限責
任組合員に係る業務及びこの業
務に附帯する業務等

ヘルスケア産業活性化の実現の
為の資金供給を行う投資事業有
限責任組合の無限責任組合員
に係る業務及びこの業務に附帯
する業務等

投融資
実行
（※）

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

その他
沖縄活性化投資事業有限責任
組合は、令和７年６月１日解散、
同年12月12日清算結了

（※）設立したファンドにおける投融資実行額には、追加投資を含む。

令和7年度
第3四半期
活動状況

会社名

設立

所在地

資本金

業務内容




